
（県連－様式２）

※戦略評価判定基準：戦略を構成する施策の評価結果に基づき、Ⓐ（順調）、Ⓑ（概ね順調）、Ⓒ（一部未達成）の３段階で評価する。

令和元年度（3年目）

戦略４　機動的・効率的な商工会 総合評価 Ⓑ

施策16 変化に対応した組織機構の見直しと県連合会サポート機能強化 Ⓐ

・厳しい経営環境下でも支援機能の向上とスリムな組織運
営を両立させる必要がある。特に、支所の問題は次期プラ
ンにもまたがる大きな課題である。

課　題

戦略評価シート

戦略１　育て・挑戦を支える商工会 総合評価

施策１ 巡回相談の質的向上による個社支援の強化

Ⓑ

Ⓑ

施策３ 新たな可能性にチャレンジする創業・新分野進出の推進 Ⓑ

評価結果

課　題

・個社支援の基本活動である巡回相談が「巡回ガイドライ
ン」に基づき計画的にかつ効果的に行われ、質的向上が
順調に実現している。そのため経営課題の早期発見、個
別具体策の早期提案に結びつき、各項目においてほぼ順
調に成果を上げることができた。

評価理由

施策７ 関係機関との連携強化による課題解決力の向上 Ⓐ

Ⓑ 施策５ 記帳継続指導の財務会計活用型への変革 Ⓑ

施策２ 商工会ならではの事業承継の推進 Ⓑ 施策６ 商工会間の広域連携の推進 Ⓑ

今後の対応方針（改善点）

・改正支援法により個社支援においても市町村との連携強
化が求められたこと、加えて解決力向上には他機関の協力
が不可欠であることから連携が大きなキーワードになる。ま
た、内部的には商工会業務の経営指導、記帳指導の改良
も避けては通れない課題である。

・市町村と共同作成する「経営発達支援計画」及び「事業
継続力強化支援計画」を全商工会が作成する。
・経営指導、記帳指導の業務改善の研究を継続する。
・情報発信の質的な充実を図る。

施策４ 地域外に活路を見出す販路拡大支援の充実 Ⓑ 施策８ 情報発信強化戦略の策定・実施 Ⓑ

施策11 経営指導員の能力強化 Ⓑ

評価結果

課　題

戦略２　プロ集団の商工会 総合評価

施策９ プロ集団を育てる人材育成計画・戦略の策定と実行 Ⓑ

施策10 成果重視の人事制度への拡充 Ⓐ

評価理由

・自ら考え行動できる商工会職員のプロを育成するため
に、自発的な「能力開発」と、成長を促すための「人事評価
制度」を導入して2年目となり、順調に定着しつつある。

今後の対応方針（改善点）

・人事評価制度の精度向上と職員の成長意欲の啓発、さら
にはチーム支援による指導案件の共有化を通した若手職
員の育成が大きな課題である。

・成長プランと能力開発及び人事評価の関連性を明確に
する。
・人事評価について評価者研修を実施する。
・職場内研修の開催方法を研究する。

戦略３　事業者が主役の商工会 総合評価 Ⓑ

施策14 青年部・女性部中期活動ビジョンの策定 Ⓐ

評価結果

課　題

施策12 トップマネジメント力の強化 Ⓑ

施策13 実効性の高い会員加入促進運動の推進 Ⓑ

今後の対応方針（改善点）

・商工会役員の参画意識の向上や会員加入促進の実効性
の確保、さらには青年部女性部活動の更なる活発化が課
題である。

・各商工会で役員セミナーを開催し、参画意識向上につな
げる。
・「会員加入促進ガイドライン」の更なる徹底を図る。
・部員間の連携強化事業を企画実施する。

評価理由

・各商工会において役員定数の見直しや総代制から総会
制への変更など、組織のあり方検討が自発的に進んでい
る。青年部女性部は「中期活動ビジョン」を定め、青年部は
事業者としての自立を、女性部はコミュニティビジネスへの
挑戦をテーマに具体的に活動し始めた。

Ⓑ

評価結果

施策19 事業者の経営力向上に向けたICT活用促進 Ⓑ

施策15 支所統合を含む事務局体制のあり方指針の策定 Ⓑ 施策18 自ら考え行動する職場改善活動の実施 Ⓑ

Ⓑ

評価理由

・県連合会は商工会支援部を中心に商工会をサポートす
る態勢を充実させるとともに、各種指針やガイドラインを実
行しようとする商工会を個別に支援し、組織運営改革の実
現に成果を上げた。

今後の対応方針（改善点）

評価理由

・今後10年間の財政及び会員数シミュレーションを行うこと
で、中長期の財政運営を念頭に、様々な検討を行う素地
が整った。またそれを基本として、将来予測に基づく目標
管理運営の視点も各商工会で育ってきている。

・支所統合への考え方の整理を検討する。
・WEB会議の導入で「新しい生活様式」に対応した業務改
善を行う。
・職員協議会との連携により職員の自発的な職場改善活
動を充実させる。

施策17 シンクタンク機能の強化 Ⓐ 施策20 受託業務・地域振興事業の見直し指針の策定 Ⓑ

今後の対応方針（改善点）

・いかなる状況にも対応できる安定した商工会活動を維持
するためには、その裏付けとなる財政基盤の確保、中でも
自己財源の充実を図る必要がある。

・新たな収入源の可能性について検討する。
・県連合会の中長期財政運営計画を策定する。
・自家共済中長期運営計画を具体的に検討する。

施策23 成果を重視した目標管理型運営の強化 Ⓑ

評価結果

課　題

戦略５　環境変化に強い商工会 総合評価

施策21 環境変化に備える中長期財政運営計画の策定 Ⓑ

施策22 自家共済の中期運営計画の作成


